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令和５年第１回北海道議会定例会提案補正予算（令和４年度補正）について

（単位 千円）

１ 今回提案する歳入歳出補正予算は、次のとおりである。

一 般 会 計 １７，０４８，３２１

特 定 財 源 １５，９６９，００４

一 般 財 源 １，０７９，３１７

（ 参 考 ）

（一 般 会 計） （特 別 会 計） （ 計 ）

前回までの計上額 3,507,196,754 1,045,550,984 4,552,747,738

今 回 計 上 額 17,048,321 0 17,048,321

合 計 3,524,245,075 1,045,550,984 4,569,796,059

２ 一般会計における財源は、次のとおりである。

特 定 財 源

国 庫 支 出 金 １４，５０１，００４

道 債 １，４６８，０００

一 般 財 源

地 方 交 付 税 １，０７９，３１７
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一 般 会 計 款 別 計 上 額

（単位 千円）

歳 入 歳 出

地 方 交 付 税 １，０７９，３１７ 総 務 費 ５２３，１６７

国 庫 支 出 金 １４，５０１，００４ 総 合 政 策 費 ４３８，６１７

道 債 １，４６８，０００ 環 境 生 活 費 １，４５８，６３１

保 健 福 祉 費 ２，５９１，３１２

経 済 費 ３，０３１，０３９

農 政 費 ３，２７９，３１０

水 産 林 務 費 ４，８８３，９５０

教 育 費 ８４２，２９５

計 １７，０４８，３２１ 計 １７，０４８，３２１
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令和５年第１回北海道議会定例会提案補正予算（令和４年度補正）の主なもの

○ 公共事業等 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

令和５年度公共事業・社会資本整 債務負担行為限度額 １ 公共事業

備総合交付金事業に関する債務負 779,000 債務負担行為限度額の設定（ゼロ国債）

担行為 区 分 限度額

【新規】 空 港 190,000

２ 投資的事業（社会資本整備総合交付金）

債務負担行為限度額の設定

区 分 限度額

道 路 345,000

海 岸 244,000

計 589,000

○ 緊急経済対策分 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

物価高騰等対策特別支援事業費 4,451,600 食料費などの物価高騰の影響を受けている子育て世

【新規】 帯への支援や道産品の振興を図るため、商品券を配付

繰越明許費

4,451,600 区 分 内 容

対 象 者
子育て世帯

（18歳以下の子どもを養育する父母等）

対 象 数 39万世帯程度（申請方式）

配 付 内 容
8,000円相当商品券

（おこめ券、牛乳贈答券）

出産・子育て応援事業費 996,819 市町村が実施する妊娠期から出産・子育てまでの伴

【新規】 走型相談支援と経済的支援の実施に必要な経費を支援

繰越明許費

996,819

区 分 伴走型相談支援 経済的支援

概 要 出産・育児に関する面談等の実施
・出産応援ギフト支給（妊娠時）

・子育て応援ギフト支給（出産時）

実施主体 市町村

令和４年４月以降出産した者

対 象 者 妊婦・子育て世帯 出産応援ギフトは、Ｒ３年度中に

妊娠した者も対象

対象期間 Ｒ４年12月～Ｒ５年９月
出産応援ギフト：Ｒ３年４月～Ｒ５年９月

子育応援ギフト：Ｒ４年４月～Ｒ５年９月

負担割合 国２/３、道１/６、市町村１/６

補助単価
9,074千円/包括支援センター

出産応援ギフト：50千円/妊婦１人

（上限） 子育応援ギフト：50千円/新生児１人

所 要 額 112,744 884,075
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

北海道旅行割引事業費 3,415,406 国補助制度を活用し、道内外の旅行客を対象とした

道内旅行商品の割引を支援

繰越明許費

20,979,265

現計予算額

17,563,859

区 分 内 容 既計上分 今 回

実 施 期 間 Ｒ５年３月～予算がなくなり次第終了

旅行商品
対 象 国内居住者の道内旅行

11,020,000 2,026,050

割引支援 割 引 額
・交通付き宿泊商品 上限5,000円 割引率

・その他（宿泊単品等） 上限3,000円 20％

運 営 委 託 旅行商品割引業務 188,198 180,372

地域応援 発 行 額 上限2,000円 5,218,571 964,785

クーポン 運 営 委 託 クーポン発行業務 847,160 187,579

広 告 経 費 道内・道外での広告 289,930 56,620

計 17,563,859 3,415,406

※予算計上額は、国からの内示上限額を踏まえたもの

合板・製材・集成材生産性向上・ 1,859,669 林業・木材産業の生産性向上などの体質強化を図る

品目転換促進対策等事業費 ため、市町村等が行う合板・製材・集成材工場や路網

【新規】 繰越明許費 の整備等に対する支援

1,859,669

区 分 内 容

国補助金 経営改善対策費補助金

事業主体
市町村、林業事業体、森林組合、

木材加工業者、苗木生産者等

木材加工流通施設整備、高性能林業機械

事業内容 導入、間伐材生産、造林、路網整備、

コンテナ苗生産基盤施設等整備

負担割合
事 業 費 国1/2、事業主体1/2又は定額

道事務費 国1/2、道1/2
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○ 一般施策 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

食肉等流通構造高度化・輸出拡大 2,550,000 畜産物の輸出拡大を図るため、食肉処理事業者等が

事業費 行う食肉処理施設の整備に対して支援

繰越明許費

2,550,000 区 分 内 容

国補助金 酪農畜産振興費補助金

現計予算額 事業主体 食肉処理事業者等

2,650,000 事業内容 食肉処理加工施設整備

負担割合 国1/2、事業主体1/2

水産業振興構造改善事業費 2,960,201 水産業の持続的な生産体制構築のため、漁業者団体

等が行う施設整備に対する支援

繰越明許費

2,960,201 区 分 内 容

国補助金 水産業漁村振興推進費補助金

現計予算額 事業主体 漁業協同組合、市町村

269,408 事業内容 加工処理施設整備等

負担割合 国1/2、事業主体1/2

ＪＲ単独維持困難線区支援事業費 54,250 持続的な鉄道網の確立に向けた、道内鉄道網の評価

【新規】 分析の実施や、各沿線協議会の取組に対する支援

繰越明許費

54,250

区 分 内 容 所要額

道 内 鉄 道
実施主体 道

ネットワーク
概 要 道の鉄道網が持つ価値や重要性等について評価分析を実施

20,000

評 価 分 析
調査項目 物流・観光への影響額、ＣＯ２の削減効果等

負担割合 国１/２、道１/２

実施主体 各沿線協議会（全８黄線区）

実証事業等 概 要
沿線協議会が実施する鉄道利用拡大に向けた調査や実証事業

支 援
の取組に対する国との協調支援 34,250

補助上限 20,000千円/協議会

負担割合 国１/２、道１/４、沿線市町村等１/４

計 54,250

○ その他分 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

既定経費の減額 △4,835,967 事業費の確定等に伴う減


